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要 旨 

請  願 

 

教育予算を増額し、私学に学ぶすべての子どもたちに、ゆきとどいた教育

を求める意見書の提出について 

 

高校生の３割を超える生徒が私立高校に通い、幼児教育、大学教育におい

てはその８割を私学教育が担っており、私学は公教育の場として大きな役割

を果たしている。 

令和８年４月から所得制限を撤廃し、公立高校生への１１万８８００円と

ともに私立高校生に対しても４５万７２００円を上限に在学する高校の授業

料分を支給するという形で、高等学校の授業料の無償化が前進した。 

この国の拡充で浮いた予算を使った自治体独自補助を上乗せすることで、

入学金を含め学費無償を実現している県がある一方で、施設設備費２０万円

台、入学金２０万円台が残る自治体も存在し、私学の学費負担の「自治体間

格差」が拡大している。学費の「公私間」「自治体間」の二重の格差を解消

するために「高等学校等就学支援金」がさらに改善されることを求める。 

私立学校が授業料以外の学納金を徴収せざるを得ないのは、経常費助成補

助が貧弱なことに大きな原因がある。物価上昇分を超える経常費助成の増額

がなければ、授業料無償化によって私学を選択した生徒たちを迎える教育条

件の整備、教職員の増員が実施できる状況にない。 

私立学校振興助成法は第一条<目的>で「私立学校の教育条件の維持向上」

を掲げている。私立学校において「３５人学級」「専任教諭増」をすすめ、

教育条件の公私間格差を是正するためにも、教育予算を大幅に増額し、経常

費助成補助の増額を求める。 

 

ついては、下記の項目について国に意見書を提出されるよう請願する。 

 

              記 

１ 教育予算を増額すること。 

２ 私学において「少人数学級の実施」、「教職員増」が可能となるよう、

経常費助成補助を増額すること。 

３ 誰もがどこでも私立学校を選択できるよう「高等学校等就学支援金」

を制度改善すること。 

 

 


